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原子力規制委員会の新規制基準
深層防護の徹底（互に独立な多層的対策）

共通要因故障をもたらす自然現象想定の大
幅引き上げと防護対策強化（地震・活断層・
津波・火山・竜巻等）

自然現象以外の火災、内部溢水、停電等へ
の対策強化

シビアアクシデント対策、テロ対策を要求

委員会は必要な「性能」を要求し、事業者は施
設の特性に応じて「具体策」を立案

原子力規制委員会（2013）「実用発電用原子炉及び核燃料施設等に係る新規制基
準について―概要―」、P. 7-8.抜粋. https://www.nsr.go.jp/data/000070101.pdf
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地震波増幅特性を示す領域

震源

より科学的で精密な基準地震動の策定

敷地の地下構造と地震波到来方向に

よる地震波増幅特性の三次元的把握

原子力規制委員会（2013）「実用発電用原子炉及び核燃料施設等に係る新規制基
準について―概要―」、P. 13. https://www.nsr.go.jp/data/000070101.pdf に加筆

地震・活断層研究の進歩
を取り入れた基準地震動

【川内】
申請時＝540 gal
許可時＝620 gal
【伊方】
申請時＝570 gal
許可時＝650 gal
【高浜】
申請時＝550 gal
許可時＝700 gal
（水平動の最大値）

解放基盤面
（Vs>700m/s）

地震基盤面
（Vs>3,000m/s）地殻・上部マントル構造

広域地下構造

浅部地下構造

基準地震動
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解放基盤面と地震基盤面の深さ

原子力規制庁調べ
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解放基盤面と地震
基盤面の深さ（２）
解放基盤（Vs>0.7km/s)
の深さから見ると、日本
の原子力施設の地盤は
西日本の方が東日本よ
り強固な場合が多い。

地震基盤（Vs>3km/s）
が3kmより深いサイトが
複数あり、5~6kmの深さ
にあるサイトもある。

原子力規制庁調べ

泊
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安全上重要な施設：
止める、冷やす、閉じ
込めるための施設

○ずれや変形の量、地盤が建物に及ぼす力の大きさは予測不能。
○後期更新世以後の活動性が否定できない断層上に重要施設が
あってはならない。

地盤のずれや変形に
よって安全上重要な機
能を失う恐れがある

断層が動く
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敷地内の「活断層等」の基準を明確化
「将来活動する可能性のある断層等」（“Capable faults”）は後期
更新世（12~13万年前）以後の活動が否定できないものとし、必
要な場合は中期更新世（40万年前）まで遡って活動性を評価。
耐震設計上の重要度Sクラスの建物・構築物は「活断層等」の露
頭がない地盤に設置することを要求。

原子力規制委員会（2013）「実用発電用原子炉及び核燃
料施設等に係る新規制基準について―概要―」、P. 5



「活断層等」の判断基準

12~13万
年前の層

１．上載地層法

古い地層

若い地層

地質時代

活断層等判断 活断層等 活断層等ではない

― 12-13万年
前の岩脈
や鉱物脈

活断
層等

２．切断脈法 活断層等
ではない

石渡（２０１５）原図
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▼通常の海水面

基準津波（数km沖合）

津波の浸水範囲を限定

引き波でも冷却用の海水が取水可能なこと
漂流砂などが取水口を塞がないこと

防潮堤

津波の流入防止（耐震設備）

津波監視
装置

基準津波の策定と津波対策の大幅強化

水密扉

既往最大を超え、科学的に妥当な津波を設定

深層防護の方針に基づく多重的な対策

入力津波（敷地）

【川内】基準 2.0m入力 7.0m敷地 13m
【伊方】基準 1.9m入力 8.7m敷地 10m
【高浜】基準 1.7m 入力 6.7m 敷地 3.5m 石渡（２０１５）原図
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原子力規制委員会（2013）「実用発電用原子炉及び核燃料施設等に係る新規
制基準について―概要―」、P. 14. https://www.nsr.go.jp/data/000070101.pdf

火山
対策

運転期間中に

敷地周辺の火山
噴火により敷地
に堆積する火山
灰の厚さの想定

【川内】 15 cm
【伊方】 15 cm
【高浜】 10 cm

伯耆大山
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事業者による火山モニタリング
火砕流等が敷地付近に到達した痕跡がある場合は、
カルデラ火山のモニタリングを行う。

GPS等による地殻変動観測、地震観測等を行う。約
100年間の平均地殻変動速度の5倍を超えたら警戒
事態、10倍を超えたら緊急事態。原子炉停止、燃料体
等の搬出等を行う（川内原発の事業者の目安）。

事業者の判断に火山専門家が助言。規制委員会にも
火山専門家の助言組織を設けるとする提言を2015年
8月26日の規制委員会に報告。

出典： 原子力規制委員会
第113回原子力発電所の新規制基準適合性審査会合 資料１ （2014.5.16）
平成27年度第25回原子力規制委員会 資料５ （2015.8.26）
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石渡就任後１年間の現調、会議等
現地調査・視察 １１回（就任前の4回を含む）
敷地内破砕帯有識者評価会合 １８回（２回）

発電所・核燃料施設審査会合 ６０回

火山検討チーム会合 ７回（２回）

委員会（定例会は水曜午前１０：３０開始）
平成2６年度 ３７回（海外出張で１回欠席）
平成27年度 ２８回（9月９日時点）
うち、原子力事業者との意見交換会 １１回

これらは原則として公開で行われる
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原子力規制委員会の理念

人と環境を守ることを使命とする

(1)科学・技術に基づく独立した意思決定
(2)現場重視の実効ある規制
(3)透明で開かれた組織
(4)向上心と責任感ある職員
(5)緊急事態への組織的かつ迅速な対応
原子力規制委員会＝5人、規制庁≒1,000人

【結論】 原子力規制における地質学の重要
性は以前より格段に増しており、学界全体で
の議論の活発化と深化が期待される。 15


